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参考資料３

訪日外国人旅行者の安全確保のための手引き

～地域防災計画等に訪日外国人旅行者への対応を記載するための指針～

「訪日外国人旅行者の安全確保のための手引き」は、観光庁の訪日外国人旅行者

の受入環境整備に関する検討会に設置された「訪日外国人旅行者への情報提供のあ

り方に関するワーキンググループ」により、地域防災計画等に訪日外国人旅行者へ

の対応を記載するための指針として、2014 年（平成 26 年）に策定された。2013 年

（平成 25 年）に訪日外国人旅行者数が 1,000 万人に達し、さらなる訪日外国人旅

行者数に備えて、たとえ災害が起こっても外国人旅行者が安心・安全な行動ができ

るような環境を整備するためには、観光庁、自治体、警察、消防、各事業者、市民

等が一体となって支援の枠組みを構築することが求められている。本手引は、災害

時の訪日外国人旅行者の安全確保のための枠組み、各主体の役割等について基本的

な内容を定め、観光地等の各地域における話し合い、自治体の地域防災計画等への

記載の参考になることが期待されている。  

【訪日外国人旅行者が求める情報】

行動区分 必要とする情報 主な情報提供主体

共通

安全確保の方法

訪日外国人旅行者と接触のある

すべての関係機関（ホテル、店

舗、施設管理者、公共交通機関、

旅行会社、自治体、警察・消防）

災害の実際の状況、今後の見通し

等正確な災害の実情に関する情報
国、自治体、マスメディア

滞在場所から宿泊先まで戻る

ための手段
公共交通機関

被災場所から避難所までの誘導 警察・消防、自治体

大使館への連絡窓口（母国家族

への安否情報提供）
大使館（旅行者本人）

帰国する
滞在場所から空港までの交通状況 公共交通機関

航空便の運航状況 航空会社

旅行を継続する
目的地までの交通状況 公共交通機関

目的地の状況 国、自治体、マスメディア

目的地が被災した

ため、旅行を中断

し、当地に留まる

宿泊施設の空室情報、予約方法 宿泊施設

当地の状況 国、自治体、マスメディア

避難所 避難所運営、生活に関する情報 自治体
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簡単に作成することができるツールである。予め71の基本的な文例を用意してあり、基本

的な文例は、災害発生直後等の情報発信に必要とされる緊急性の高い情報カテゴリー（表

1）と災害発生から復興に向けて段階的に必要となる広範囲な詳細情報カテゴリー（表2）
に分けて、分類されている。 

 
表１ 災害発生時情報（緊急情報）

分類 内容

１ 時間 情報の現在時刻

２ 地震予知情報 警戒宣言発令に関する情報

３ 地震情報 地震の震度・震源等に関する情報や津波、余震に関する情報

４ 気象情報 気象警報・注意報に関する情報

５ 避難情報 避難情報や避難場所に関する情報

６ 危険情報 崖崩れ、ガス漏れ等危険に関する情報

表２ カテゴリー別文章

３．多言語音声情報作成ツール

「多言語音声情報作成ツール」は、災害時に災害情報や被災者への注意等を音声で提供

することを支援するためのツールである。災害情報を外国人に音声で伝えるため、英語、

中国語、韓国・朝鮮語、ポルトガル語、スペイン語およびタガログ語で録音された音声素

材を簡単に再生することや、ダウンロードして取り出すことが可能な仕組みとしてある。

音声素材は 35 のカテゴリーに分類され準備されている。 

（参照）一般財団法人自治体国際化協会「多言語情報等共通ツール」ホームページ 
http://www.clair.or.jp/j/multiculture/tagengo/tool.html 

分類 内容

１ 被害安否情報 被害情報や安否確認に関する情報

２ 多言語情報 多言語によるラジオ放送やホットライン等に関する情報

３ 交通情報 鉄道、道路等交通に関する情報

４ 支援情報 物資配付場所、仮設風呂等被災者支援に関する情報

５ 医療機関情報 医療機関に関する情報

６ インフラ情報 ガス、電気、水道等インフラや店舗営業に関する情報

７ 相談・説明会情報 相談窓口や仮設住宅説明会等に関する情報

８ 注意喚起 エコノミー症候群や一酸化炭素中毒に関する情報
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【外国人旅行者の支援のための各主体の役割例】

主体 役割

自治体  
（都道府県／市区町

村）

・関係機関、関係団体と連携し支援体制の構築  
・関係機関、関係団体参加の訓練、講習会等の実施  
・通訳ボランティア等の体制構築（登録、養成、派遣等）  
・災害情報の多言語化のための各種整備・災害情報等の発信  
・災害発生時の安否確認  
・災害発生時の避難誘導  
・避難所の運営  
・災害多言語支援センターの設置  
・通訳ボランティア等の派遣  等

国際交流団体

・災害多言語支援センターの設置、運営  
・災害情報（多言語）の提供  
・外国人旅行者からの相談への多言語対応  
・避難所の巡回（多言語にて情報掲示、通訳等）等

警察、消防 ・災害発生時の安否確認、避難誘導  等

輸送事業者  
（鉄道、バス）

・被災状況の把握、運行に関する情報提供  
・利用者（外国人旅行者含む）の安否確認、避難誘導  
・自治体と連携し、利用者（外国人旅行者含む）を対象とし

た防災訓練  等

空港会社、航空会社

・被災状況の把握、運航に関する情報提供  
・利用者（外国人旅行者含む）の安否確認、避難誘導  
・自治体と連携し、利用者（外国人旅行者含む）を対象とし

た防災訓練  等

宿泊施設事業者

・被災状況の把握、施設利用に関する情報提供  
・利用者（外国人旅行者含む）の安否確認、避難誘導  
・避難場所の提供（宿泊延長、一時スペース確保等）  
・自治体と連携し、利用者（外国人旅行者含む）を対象とし

た防災訓練  等

施設管理者  
（観光施設等）

・被災状況の把握、施設利用に関する情報提供  
・利用者（外国人旅行者含む）の安否確認、避難誘導  
・待機場所の提供（一時スペース確保等）  
・自治体と連携し、利用者（外国人旅行者含む）を対象とし

た防災訓練  等

店舗、商工会等 ・避難所等への誘導のための情報提供

旅行会社

・災害時の外国人旅行者の被災状況の把握、情報提供（自社

企画の包括旅行に限る）  
・地域における災害の特徴やその対処法、特に緊急避難場所

についての周知・徹底（自社企画の包括旅行に限る）

（参照）「訪日外国人旅行者の安全確保のための手引き～地域防災計画等に訪日外国

人旅行者への対応を記載するための指針～」 
http://www.mlit.go.jp/common/001058528.pdf
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